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はじめに－高度成長と産業政策 
すでに広く使われ、定着したと言える産業政策という言葉の使われ方の内実が、近年変
わってきたように思われる。とくに経済成長という、実践的な効果を発揮する政策として
の意義は薄れてきたようである。このような状況から、産業政策の実効性は、第二次世界
大戦後の時期を含めて、経済の着実な成長が続いていた時期と関連づけられると思う。      
産業政策という場合、まず「政策」であるからにはなんらかの形で行政当局が関与する、
「公権力による介入」というとらえ方を小野五郎１）は示している。明快な表現であるだけに、
産業政策の影響力が薄れた時期にそれを適応するとなると、ずれが生じないか懸念される。 
もうひとつ、対象とされる産業について二つの考え方を小野は示している。第一は、全
産業を対象とするもので、製造業･流通業にとどまらず、農林水産業、建設業、運輸通信業、
金融保険業等、あらゆる産業活動を対象とする広義の産業政策のとらえ方である。第二は、
個別産業政策以前に「産業構造政策」というトータルな政策体系に対応する組織になって
いるところから、通商産業省の政策をいう狭義の産業政策のとらえ方があると小野は言う２）。
ただし、通産省の所管する産業の主体はもとより製造業であり、製造業の中核は機械工業
が占める。その機械工業でも輸送機械に分類される自動車工業は通産省が主務官庁だが、
造船業と鉄道車両は運輸省の管轄となっているという特殊な事情もある。 
また、個々の産業はマクロ問題かミクロ問題かのいずれに属するのかという問題に直面
するときがある。小野は、産業政策の対象は個別企業の育成、個別産業の振興、産業構造
の高度化･調整であるとするなら、その対象は企業活動のようなミクロでも、国家経済のよ
うなマクロでも、双方を折衷したものでもなく、ミクロ･マクロ理論からの演繹･分析だけ
では十分な解明はできないと言う。 
さらに、とくに変化の大きかった戦後日本の産業･経済を施策の対象とした産業政策に関
して、その歴史的背景を探ることなしに一義的に定義しようとすることに無理があるとし
て、「産業政策とは、ある目的を達成するために行われる、相当程度の広がりを持った一群
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の政策体系に属するものの総称」としか言いようのないもの,と小野は述べる３）。  
ごく簡単に定義するとして、「産業政策とは、特定の産業に政府がインセンティブを与え
てその産業の発展のスタートアップを図るか、発展のスピードを速める政策である」とい
う橋本寿朗の産業政策の捉え方は暫定的なだけに曖昧さがない。政策評価，および経済へ
の介入の政府の役割と位置について、①明治維新に始まる 19世紀後半と 1950－60年代の
産業政策にみられる、民間経済主体の活発な活動を支援する役割と、②大戦間期と 1960年
代半ば以降の高度成長期にみられる、相対的に力の弱いと見られた民間経済主体に政府が
財政資金を分配する役割を果たす二つのパターンがあり、後者は所得再分配的な政策であ
って、それを区別しなければならないとして、橋本は、産業政策が洗練され、最も広く用
いられたのは 1950－60年代であると言う。政府の役割を評価するさい、日本経済が後発で
あることに起因する初期制約条件の緩和、産業政策実施過程での競争システムの導入、資
本不足の緩和という事情があり、産業政策が実施された時代ないし時期のこのような事情
の重要性を適切に認識しなければならないと橋本は述べている４）。 
政策当局あるいは日本人一般がどのような産業を日本に確立したいと望んでいるかを基
準として該当する産業を育成･発展させてきたのが、少なくとも高度成長期の日本の産業政
策であって、初期には鉄鋼、海運・造船業、機械工業、化学工業があり、その後自動車、
石油化学、原子力発電等が加わったと小宮隆太郎は指摘している。どのような基準で策定
されたかは「あとからつけくわえた理屈にすぎなかったように思われる」という言葉５）も、
高度成長期という時代背景を考慮するなら、考えうる。意外といえば、産業政策という用
語が通産省で使われるようになったのは 1970年前後のことで、それ以前は産業合理化、産
業構造論、産業構造の合理化、産業再編成等といった言葉で産業政策にかかわる問題がと
りあげてきた、という指摘６）である。 
もうひとつ、産業政策の策定と実施のプロセスで果たす、業界団体の役割を見逃すこと
はできない。日本鉄鋼連盟、日本自動車工業会その他、産業の数に対応するほどのさまざ
まな団体があり、政府省庁には、ここでは通産省にはその産業を担当する「原局」、「原課」
が存在する。業界団体にはその産業の組織上のあり方に応じてさまざまに異なり、少数の
有力な企業からなる団体もあれば、原課の助けを借りなければ団体を結成できない中小企
業の支配的な産業もある。 
1952－60年の日本経済を「内部充実期」と特徴づけ、この時期の通産省、業界団体、企
業の三者の関係を「日本の産業政策と日本株式会社にとって一番ハッピー」であったとい
う並木信義（同氏は 1960年前後、通産省重工業局重工業課計画班長・自動車課乗用車班長
兼務の職責にあった）の証言は示唆に富む。通産省、業界団体、企業の三者が協調態勢を
組んで先進国へのキャッチアップに邁進していた姿を次のように語った。 
   
この時期、政府の産業政策のコンダクターとしての通産省の役割は鮮明であった。民間企業
と政府の立場が完全に一致し、社会的目的が統一されていたため、日本株式会社が順調に機能
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し、最も繁栄した時期であった。（中略） 
内部充実期における産業政策のイニシアティブは官民両方がとったと言える。当時の日本
が明確に打ち出していた目標は先進国へのキャッチアップであり、それは役人の目にも業界
の目にも相違はなかった。ただ、キャッチアップのための細部の情報になると民間企業が把
握していたことなどから官民相互に情報交換を行い、官民合意のもとで合理化･近代化計画を
作成した。業界団体はこうした官民協調の仲立ちをしたわけである７）。 
 
小論は、1950年代に相次いで制定された個別産業の振興政策の中から、1956年 6月に 5
年の時限立法として施行され、その後２次、３次と延長された「機振法」と略称される機
械工業振興臨時措置法をとりあげ、高度成長の初期の産業政策の立案と実施の過程におけ
る通産省と産業界の関係を、1950－60 年代の調査研究あるいは回想･証言を主体に、手に
しえた資料－主として日本機械工業連合会関連のもの－にもとづいて註）「研究ノート」とし
て整理することを目指している。ケース・スタディとして機振法の対象業種となった金型
工業と軸受工業という基礎機械･共通機械部品産業をとりあげた。ちなみに、通産省に在籍
した経歴をもつ小野五郎（信州大学教授）は「機振法」を「概ね学会等から評価も高」く、
「後の産業政策のモデルと言える」かもしれない、と書いた８）。機振法は通産省関係者から
は産業政策の成功例と評価されていると言ってよい。 
 
１ 1950年代前半の産業政策 
敗戦直後、日本経済は激しいインフレーションと、工業生産の低迷に直面した。生産復
興の打開策として採用された方式が傾斜生産で、石炭を増産し石炭の増加分を鉄鋼に傾斜
配分して鋼材を増産し、その増加分を石炭産業に傾斜配分して石炭･鉄鋼の2つの基礎部門
を投入しあうことによって産業全体の生産水準を引き上げようとする方式であった。1946
年末閣議決定され、47･48年度を通じて継続された。傾斜生産は、①資材の割り当て、②復
興金融公庫（復金）資金の供給、③基礎物資の価格統制、⑤貿易補給金（「見えざる補給金」）
など直接統制の手段９）がとられた。傾斜生産はある程度、功を奏したと評価されている。 
その効果が表面化しないうちに、国家の介入の否定、自力による経済復興を持論とする
ドッジが 49 年 2 月に来日し、ドッジ･ラインによる急激な安定政策が採られた。ドッジは
①超均衡財政の編成、②復金の新規貸出しの停止、③補給金の削減･廃止、を内容とする政
策を日本政府に要求した。1 ドル＝360 円という単一為替レートの設定は、ドッジ･ライン
の帰結といえる。ドッジ･ラインにより「戦時以来の直接統制はここに一応終了した」１０）。
占領軍の権威を後ろ盾とするドッジ・ラインは本格的なデフレーション政策であり、強烈
な金融引締めは企業倒産の大量発生を招きかねなかった。朝鮮戦争が事態を一変させた。 
1950年代前半に多くの産業が合理化のための設備投資に乗り出し、政府もこれを支援す
る体制をとったとして、香西泰は「産業政策史」の観点から傾斜生産(1946－48 年)を「産
業復興政策」と特徴づけたのに対して、1950年代前半を「産業合理化政策」と位置づけて
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いる１１）。閣議決定を受けて産業合理化審議会が発足し、1951 年 2 月、機械設備の合理化･
近代化、企業の内部蓄積の促進（税法の改正、国家資金の活用）、独禁法の改正（合理化カ
ルテルの承認）など、広範囲の産業合理化･資本蓄積促進政策を盛り込んだ答申が出された。
52年 3月に、「企業合理化促進法」が交付され、指定業種（工作機械、自動車、ボール、ロ
ーラー･ベアリングなど）の企業の取得する近代化設備の初年度50%償却の承認（2 分の 1
償却））などの措置がとられている。 
このように、減価償却制度の基本的な見直しという租税特例措置が政策手段の中心とな
ったことは、以前の傾斜生産の時期との大きな相違である。このほか、重要機械の輸入関
税免除が導入され（51 年）、これらの優遇措置が実質で補助金の役割を果たすことになり、
企業の設備投資を促進するうえでその意義は大きかった。 
1951－52年に、設備投資への融資・輸出金融を専門とする国家資金にもとづく特殊銀行
が設立された。ドッジ・ラインにより廃止された復金の債権･債務を引き継いで51 年 4 月
設立された日本開発銀行（開銀）は主要産業に低金利の資金を供給し、その開銀融資が一
般金融機関からの融資の呼び水になり、また世界銀行などの海外からの融資を受けるに際
して保証を行うなどという長期資金の調達に重要な役割を果たした。 50年 12月に船舶輸
出促進のため設立された日本輸出銀行は、52年 4月、重要物資の輸入金融業務を追加して、
日本輸出入銀行と改称された。「外国為替及び外国貿易管理法」（外為法）のもとで実行さ
れた外貨資金割当制は輸入割当制に等しい効果を発揮し、輸入に対する非関税障壁として
産業保護のための手段という機能を果たした。自動車産業の場合、49 年の外為法の制定以
降、10 年以上自動車の輸入が極度に制限され、この間、国内市場を確保し国際競争にさら
されることはなかったという見解がある１２）。 
国内での資金供給、優遇税制措置とともに、1950年 5月制定の「外資に関する法律」（外
資法）は戦後禁止されていた外国からの民間資本導入の再開の道を開いた。一定の基準を
満たしている外資には、その元本･利子の本国送金を認めるということが外資法の趣旨で、
外資法は特許権やノーハウなどの外国からの導入、すなわち技術導入にも関わりをもつ。 
外為法と外資法は技術導入に大きな影響を及ぼした。 
 
２ 1950年代の基幹産業の技術革新と新産業の育成 
 1950 年代半ばから 70 年代初頭までの 20 年近いあいだに日本経済は高度成長を記録し、
その間に国民経済の内部の構造と、国際経済との関連の双方で、激しい変化が生じた。敗
戦から 10 年にして、産業界が自由に投資を選択できる条件がそろい、「もはや戦後ではな
い」と、技術革新を経済白書のキーワードとする段階に達した。日本がガットに加盟し、
世界資本主義体制に組み込まれたのは 1955年であった。先進資本主義国間での急激な技術
進歩に接近し、高い技術水準を達成することが国家的な目標とされた。基幹産業の技術革
新と電子工業、合成化学、原子力など新産業の育成が政策対象の不可欠の分野として浮上
してきた。 
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 1960年に刊行された有沢広巳編『現代日本産業講座』全 8巻はこの時期、産業が直面し
たもろもろの問題の背景をリアルに伝えている。有沢・中村は 1955年以降の時期を規定し
たのは技術革新の急展開であったとして、60 年の時点でこの段階の産業政策の方向を次の
4 点に要約した。①新規産業の育成。50 年代前半でのビニロン、ナイロンなどの合成繊維
に育成につづき、50 年代後半では石油化学、電子工業などの新産業の育成、自動車、産業
機械、工作機械、などの機械工業の近代化が課題となる。②衰退産業に対する対策。石炭、
既存繊維、硫安などの衰退が明らかであり、特別立法の措置がとられている。③電力、鉄
鋼への需要の高まり。投資計画の大型化、長期化のため長期低利の国家資金が不可欠とな
る。④資源、立地問題の浮上。この問題はもはや私企業の手にあまるようになる。 
ここで、立地問題が産業発展の制約としてとりあげているのは、重化学工業化に突入し
つつあるこの時期特有の状況の反映であろう。有沢･中村はこう書いている。「一方では私
企業の無政府性を克服しながら、他方では大規模な工業地帯を造成することが今後の産業
立地政策に必要とされる方向」であり、「技術革新による生産力の展開を私企業によって達
成させるために、国家が国民の税金で工業地帯を造成しようとするのは、一つの矛盾をは
らんだ事態である。しかし、これなしには現代の技術革新による新産業の展開は不可能で
ある。ここに、産業発展のための国家の役割が現段階において新たに附加されたことがみ
いだされる」１３）。 
この時期に集中した一連の産業振興政策をみると、鉄鋼については第１次合理化計画（51
－55 年）と第２次合理化計画（56－60 年）の実施、58 年からの公開販売制の導入、さら
に 59年からの設備投資調整の本格化があって、60年以降の勧告操短へとつづく。機械工業
については 56年 6月、機械工業振興臨時措置法と翌 57年 7月、電子工業振興臨時措置法
の導入が行われ、58年 5月、航空機工業振興法の導入がつづく。また自動車については、
60年、国民車育成要綱が発表される。それに先立ち、自動車業界は 58年の貿易自由化方針
決定に呼応して下記のように量産工場の建設に努めた。石油化学工業の 55年 4月、石油化
学工業育成法、57 年 6 月、合成ゴム製造特別措置法、合成繊維の 53 年 3 月の合成繊維育
成 5 ヵ年計画、などが重要産業の合理化･近代化、新産業の導入･定着化政策としてとられ
た。貿易･為替の自由化が世界の大勢となり、とくに野心的とも言える拡充計画を実行に移
しつつあったのが自動車工業で、トヨタ自動車は豊田市に 58年から月産 1万台を目指す乗
用車専門工場の建設に着手し、日産自動車も神奈川県追浜の広大な旧海軍用地の払い下げ
を受け、乗用車専用工場を建設しようとしていた。 
 
３ 1950年代後半の機械工業の変貌 「機振法」･「電振法」の時代背景 
 1950 年代前半に産業合理化政策が相次いだあと、日本の機械工業は 55 年以降の世界的
なブームにも乗って、画期的な成長･発展を見せた。56（昭和 31）年、造船業が国別進水量
でイギリスを抜いて世界一の地位に躍りたことは象徴的で、その 12 年後の 68 年には世界
総進水量の 50%を超えるにいたった。しかし、造船業が世界一になった理由として、なに
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より造船業は「中進国型」産業であり、さらに①戦前から高水準の造船技術およびキャパ
シティの潜在力が残存していたこと、②この供給力に見合った需要が存在したこと、③輸
出信用が与えられたこと、④適応力のある労働力が存在したこと、という多くは日本固有
の特質をもつ産業である１５）。これらの特徴のいくつかは他の機械工業にも見受けられるも
のであるが、「中進国型」産業であるがゆえに、その後韓国とその地位を入れ替わっている。 
『現代日本産業講座』は２巻を機械工業に割り当て、そのリーダー役を務めた向坂正男
は星野芳郎との共同論文で、近代的機械工業体系確立の基準を①輸出産業として確立する
こと、②自動車、電気機械など大量生産方式をとる耐久消費財生産が発展すること、③巨
大企業が成立し中メーカーの発展すること、としてとらえ、50 年代後半の 4，5 年（昭和
30 年代前半）の機械工業の発展によりその確立に一歩ふみいれたという判断を示した。し
かし、弱点として、先進工業国にくらべて工作機械、産業機械、鍛鋳造など基礎的機械の
技術がおくれている、一般に技術の独自的発展の基盤が弱い、生産コストも割高である、
専門的中メーカーが育ちつつあるもののまだ微弱であり大メーカーへの従属性が強い、な
どという状況を指摘している１６）。 
機械工業発展の担い手として向坂は電子工業に注目し、電子工学は「人間の能力をこえ
た高度の知覚と判断の機能を果たし、計測、自動制御、計算判断に広く応用され」る「新
しい人間能力の創造」であり、今後ますます発展していくことは疑いないが、必要なのは
技術の研究開発の促進であると書いた。もう一点、貿易･為替の自由化に伴う問題のひとつ
として自動車部品に対しアメリカから大量注文が発生するはずで、これが日本の中規模メ
ーカーに対する技術指導、設備更新、そのための資本的援助へと進展し、一面では自動車
部品の市場拡大、性能向上とコストの低下を実現し、部品メーカーの独立化という先進的
な形態に近づくのではないかと推測している。他面、部品企画のアメリカ化が促進され、
シャーシー･メーカー〔アッセンブラー〕の外資提携が刺激され、部品規格の単純･統一化
問題が複雑になるという懸念を表明している１７）。 
向坂・星野のこれらの指摘は、日本の機械工業が 1960年の時点で直面していた課題をほ
ぼ尽くしているように思われる。電子工業は予想をはるかに超えて成長･発展し、高度成長
を主導する結果をもたらした。基礎的機械とよばれる一連の機械部門は確かに問題を抱え
ていたし、また複雑な製造工程から成り、複雑多岐な部品から構成される機械工業の生産
活動にとって、独自の技術をもつ経営基盤の安定した中小規模の下請･部品メーカーが存在
するか否かはきわめて重要である。自動車部品についてその後の事態をみると、向坂の予
想･懸念どおりには進展しなかったが、当時向坂は、経済企画庁内国調査課長の職責にあり、
職務から自由な論稿とはいえ、機械工業の当面する課題を反映したものと考えたい。 
 ここで、機振法制定の1年後の 1957年６月、これを追いかけるように電子工業振興臨時
措置法、すなわち電振法が制定された事情にふれておきたい。当時の通産省幹部、岩武照
彦（56年に官房長、58年に重工業局長を歴任）はこう証言している(79年)。 
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電子工業もその前の機械工業も鈴木義雄さんの時です。鈴木さんは 3 年近く重工業局長を
やっておられたから〔54 年 8 月から 59 年 6 月まで〕、法律をいろいろ作られた。「機械があ
れば電子は要らんだろう、ちょっと直したらいくんじゃないか」と僕が言ったら「どうしても
要るんだ、将来こんなに有望な電子工業を、機械の中に入れてたまるものか」ということなん
だね。 
  鈴木さんの時代というのは、〔･･･〕ちょうど高度成長期へ入りかけている時だから、いろん
な手を打ったわけですよ１８）。 
  
 一方、当の鈴木はこう語っている（76年）。 
  〔機振法制定の〕翌年に電子工業振興〔臨時措置〕法も作りました。本当にあの時は電子工
業なんて、我々には予想できない状態でしたね。各社が 1 社で役所が想定する日本全体の需
要ぐらいのキャパシティーを持つ様な計画をしているんですよ、実に積極的でした。 
  それから、今のソニーがまだ東京通信工業といっていたころに、井深大さんに三越の展示会
でトランジスタの説明をしていただいたことがあるんです、電子工業というのはたいしたもん
だと思いました１９）。〔  〕は引用者のもの。以下同様。 
 
今日の電子工業の隆盛振りからは想像もできないような言葉を政策当局の担当責任者は
語っている。ここで明らかなことは、政策当局者が暗黙のうちに機振法を自動車産業の振
興を視野の中に入れていたのに対し、この時点で、電振法をコンピュター（当時は電子計
算機とよばれていた）産業振興策のステップとして視野のうちに収めてはいるものの、先
進国アメリカとの格差の大きさを痛感する段階にあったということである２０）。 
 
４ 機振法の目標 機械工業の基礎調査事業 
 機振法の制定には前史があり、あるいは準備作業が行われて、その過程で並木のいう「官
民協調の仲立ちをした業界団体」がなんらかの関与をしている。通産省の原課といっても
担当者は数人にとどまり、細目の情報を入手するためには民間企業の協力が必要であって、
「細部の情報については民間企業が把握していたことなどから官民相互で情報交換」を行
われたと並木は語った。業界団体の果たした役割のなかで文書となって残されているのは、
機振法の制定に先立って、通産省重工業課の主導のもとに日本機械工業連合会（以下、日
機連）ほか関連業界団体が、機械工業の構造の複雑さと機種の多様さに関わる基礎資料を
整備し、その問題点を把握するため機械工業全般にわたる基礎的調査事業に着手したこと
である。機振法の成立過程をとりあげ、調査事業着手前後の事情と法律立案の背景を適切
に語ってくれたのは中嶋敦夫である（同氏は機振法策定当時、重工業課総括班調整係長の
職責にあった）。長い引用になるが、その内容はこうである。 
   
〔昭和〕28，29年当時は、①機械工業とはどのようなものなのか、②日本の機械工業は世界
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的にどのような位置に置かれているのか、③国際競争力のない日本の機械工業をどのように
振興していけばよいのか、など機械工業そのもの実態さえよくわからない状況にあった。29
年後半から 30年初めにかけて、機械工業振興のための法律立案をやることになり、とにかく
調査を始め、日機連に機械工業基礎調査部を設置してもらった。調査の対象は欧米との格差
の大きい労働生産性と生産構造および国際比較であった。〔調査の過程で〕日本の機械工業は
国際的に取り残されていくのではないか、という危機意識を強めていった。 
部品および外注メーカーなどしっかりした裾野をもった米国や西独の機械工業のような産
業構造にするには何が必要か、ということが 30年初めの法律立案段階でわれわれのいだいて
いた問題意識で、「機械工業の基礎部門･共通部品部門･輸出完成機械の部品部門という機械工
業の裾野、あるいはキイ分野に当るところを重点的に強化していかなければならない（･･･）」。
それがそのまま機振法における最重点の骨組みになっていった。 
こうした問題意識を受けて、いかに施策として具体化していけばよいかという議論の結果、
本来的には自動車工業（裾野が広く、基礎･共通部品部門を数多く使い、リピート･オーダー
が多い部門である）が機械工業のリーダー･シップをとってゆくような産業構造が必要である、
という問題意識が次第に醸成されていった。ただし、機振法の中には、表面切って自動車工
業の振興という言葉はでていない２１）。 
 
ここで、機振法制定の動機･目的に関して二つの見方があることに注意したい。第一は、
上記の証言でふれられているように、自動車産業を機械工業のリーダー役としてその振興
を図ろうと考えていたことで、実施の段階で開銀融資にみる限り自動車部品が最大のシェ
アーを占めていたことからも明らかである。 
もうひとつ、中小企業対策とする見方である。前期の岩武はその回想で前田靖幸（法政大
学教授）の質問にこう答えている。 
   
前田 機振法とか電子工業振興法〔電振法〕というのができたのは、あくまで育てていくと
いうことですか。 
 岩武 それと中小企業対策ですよ、だからあれには許可制度なんてなくて、独禁法の関係だ
けでしょう。 
  前田 そうですね、適用除外論ですね。 
  岩武 事業の許可になるとガッチとくるわけだ。大体あれ〔機振法〕は中小企業対策ですよ、
ほかの業界だってあの程度の振興法はあっていいわけなんだけど、いっこうにつくらない、機
械工業だけなんだ２２）。 
 
機械工業が広範な部品･加工工業から構成され、その多くが中小下請け企業であり、その
典型が４次下請けまで数えることのできる自動車工業であることを考えると、政策担当者
が策定にあたってなにを思い描いていたか、なににポイントを置いていたかにより、二つ
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の受けとり方が矛盾することはないように思う。中嶋・岩武の言葉から明らかなように、
立案の過程で、明確にされていた目標は機械工業の振興であって、その傘のなかには中小
企業という範疇も、自動車工業という産業分野も含まれるということである。 
 
1955年度より「今後の機械行政の根本資料とするため」通産省重工業課を中心に関連業
界団体が参画して機械工業の実態の基礎調査を実施することになった。調査の目的が機 
振法立案の基礎資料の整備にあったことはいうまでもない。日機連は 56年度機械工業振興
資金 500万円の委託を受け、56年 3月末完了を目標に調査事業に着手した。 
調査項目は①労働生産性、②原単位･資材歩留、③生産構造、④市場調査研究、⑤機械材
料の品質 ⑥特殊鋼、⑦世界資本財工業構造、と多岐にわたり、調査項目ごとに調査対象
とされる機種が定められた。例えば労働生産性調査では、銑鉄鋳物、ダイカスト、鍛工品
の３業種が調査対象となり、鋳造技術委員会、ダイカスト技術委員会、全国鍛工品工業会
の三つの組織･団体が調査を行った。 
最も大規模に調査を進めたのは（再委託分を除く）生産構造調査で、その目的は「機械
工業における外注・下請け関係の実態について専門・兼業メーカーおよび部品メーカー別
に調査し、とくに製品のコスト品質等の生産効率の観点から生産系列ないしは社会的分業
関係を明らかにし、その長短〔期〕および将来の方向を検討する」こと２３）であった。 
 
５ 機械工業振興臨時措置法の規定 
機械工業の最終製品はもとより完成機械である。完成機械の性能･品質は裾野を構成して
いる基礎機械･部品部門の供給する製品の性能に左右される。機械工業の振興は工作機械、
鋳鍛造機械さらに金型などの基礎機械と呼ばれる部門と、自動車部品など部品供給部門と
の均衡のとれた発展に依存する。ところが、軍事的な要請が強かった自動車工業に見られ
るように、日本の機械工業は完成機械部門が重点的に育成されてきたという歴史的背景を
もつ。機械工業を輸出産業、基幹産業として育成強化することが産業政策の課題として重
視され時期にいたって「技術水準の向上と基盤の強化を行って機械工業の振興を図ろうと
するものであり、機械工業のうちでも最も立ち遅れた基礎部門あるいは部品部門を強化育
成し、機械工業全体の体質の改善と国際競争力の培養を期待して」２４）機振法が制定された。 
ここで、通産当局は「機械工業基礎部門の脆弱性」としてどういう機種を基礎部門に含
めていいたのか。基礎部門はさらに基礎機械部門、すなわち「機械工業において基礎的な
生産手段となる機械の部門と、機械共通部品部門、すなわち機械工業に共通的の用いられ
る部品部門とに二分される」として次のような機種を挙げている。 
（イ）基礎機械部門･･････工作機械、鋳鍛圧機械、機械工具、電気溶接機、電気計測機          
           機械的測定機、金型 
（ロ）機械共通部品部門･･････軸受、歯車、ネジ、バネ、銑鉄鋳物、鋼鋳品、可鍛鋳物、 
           鍛鋼、鍛工品、ダイカスト２５） 
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機振法は 1956年 6月、5年間の時限立法として公布された。全文 24条からなるこの法
律の全体像から骨格をまとめると、次のとおりである。中核と言うべき条文は、合理化を
必要とする基礎的部門と部品部門を指定して設備資金の貸付を規定した第 5 条「資金の確
保」である。設備近代化の実施に要する資金の確保について「政府の決意と責務を宣言」
したもので、法律的には宣言規定にとどまり法的根拠はないが、「政策的な意義は大きい」
という逐条解説が附せられている。1956（昭和31）年度には日本開発銀行から低利（年6.5％）
の 15 億円の特別融資を確保し、さらに一般の開銀融資、中小企業金融公庫（昭和 36 年よ
り実施）の融資により資金確保に努めると宣言している２６）。 
合理化を必要とする機種を「特定機械」とし、それぞれ業種が「合理化基本計画」を定
めることを規定したのが第 2－4条である。基本計画の期間は昭和 31年度から 35年まで機
振法施行期間と同一で、計画終了時点の特定機械の性能、品質、生産費その他の合理化目
標、新たに設置する設備の種類、資金の額などにかかわる事項、陳腐化、老朽化した設備
の処理方法などを定めている。 
「共同行為」に関わる規定をとりあげる第 6－11 条のなかで、第 6 条「共同行為に実施に
関する指示」は基本的な規定である。通産大臣は「合理化基本計画に定める特定機械工業
の合理化の目標を達成するため特に必要があると認めるときは」、その関係事業者に対し、
次の事項に係わる「共同行為を実施すべきことを指示することができる」として、1 品種
の制限、２ 品種別の製造数量の制限、３ 技術の制限、４ 部品又は原材料の購入方法、
の四つの事項を挙げている。ここでの重要な目的は、通産大臣が指示カルテルという形で
合理化カルテルを機械工業に対して指示するという特殊な措置である。独占禁止法の合理
化カルテルが生産者の自主カルテルを対象としている点で異なる。指示にもとづく共同行
為は独禁法上の合理化カルテルとは異なり、認可を必要とせず、届出により適用除外とな
る。機振法が法律として制定された根拠は、この適用除外という項目にある。  
当然、独占禁止法の主務官庁である公正取引委員会との関係を規定する必要が生ずる。
それが通産大臣は事前に公取委と協議ないしは通知しなければならないとする第 11条の規
定である。 
第 12条は「生産技術の向上のための基準の公表」を規定している。これは、該当する特
定機械工業全体、その業界全体としての合理化の目標を達成するため、製造技術と検査設
備の種類と台数、生産方法、検査方法、技術者の能力などについて基準を定めて公表し、
各企業の技術改善の努力目標にしようとするものである。13－20条は、通産大事の諮問機
関として設置される機械工業審議会の規定で、同審議会は合理化計画、合理化実施計画、
技術水準向上のための基準の設定等に関する事項を調査審議する。21－24条は関係事業者
からの報告、あるいは罰則規定である。 
 
６ 機振法の制定と機械業界 期限延長(第2次機振法) 
機振法の制定に関して、業界団体がどの程度関与したのか、当該業界の実態調査にとど
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まったのか、機振法は「スポンサーなき」法律であるという言葉を橋本は引いている。「議
会に支持者がいない、支持者を組織する政治的力量を業界が持ちえない」２７）という意味で
ある。日機連の事業報告および 20年史、30年史、40年史には法案成立に直接働きかけた
記録を確認することができない。ただ、なぜか機振法の前史として重要な位置を占める機
械工業振興事業団構想２８）については、日機連が実現に向けてリーダーシップをとったかの
印象を与えるような表現を認めることができる。 
1955 年 9 月、日機連は「機械工業総合対策の樹立を望む」と題する声明を発表し、自立
経済を達成するには重工業部門の製品の輸出に重点をおく必要があり、「機械工業の強化、
発展をはかるには政府においても本〔機械〕工業を常に国の産業政策の中心において施策
を進めなければならない」として、強力な政治力により必要な国家予算の裏づけと立法処
置を講じて事業団構想を実現するよう訴えた２９）。事業団の設置問題について検討を進め、
機械業界の意向を産業合理化審議会機械部会が認めるよう働きかけた。その結果、同審議
会機械部会は55年12月、「機械工業振興事業団設置に関する決議」を公表するにいたった。
「機械工業内部の全体構造の高度化と基盤の充実強化をはかるための諸施策が強力かつ早
急に実施されるべき」だとして、産業合理化審議会は同事業団の設立構想を早急に実施す
べきものと考えるとある３０）。これに先立って、倉田主税会長ほか幹部は石橋湛山通産大臣
と会談し、機械工業の振興、機械類の輸出振興、国産化に関する予算についてその実現を
要請しているが、会談で事業団構想についてふれた記録はない。 
結局、事業団構想は挫折した（詳細については注（28）を見よ）。それを引き継いだかたち
で機振法が制定され、17 業種を特定機械として指定しスタートした。表－１は特定機械と
して指定された機種とその後の推移を示す。57･58 年に 4 機種加えられ、1960 年の期限切
れの時点で 21 機種を数える。日機連は 54 年 6 月以来、通産省重工業局幹部と毎月定例の
懇談を行い、輸出入取引法の改正、ガット加入、輸出所得控除制度の拡充など機械業界の
問題について意見交換が59年度まで続けられたとあるが３１）、機振法にふれた記録は見出さ
れない。ただひとつ、日機連『事業報告』には 56 年 6 月 15 日、すなわち機振法が公布さ
れたその日に開かれた理事会で重工業局長･重工業課長による「機械工業振興臨時措置法の
運用について」講演が行われたと記されてる。 
だが、第1次機振法の期限切れが迫った59年12月はじめ、日機連は重工業課長ほか担
当官と、機振法の施行状況、従来の業種指定の問題点、業種追加の必要性と追加に関する
構想、機振法延長の必要性、60年度以降の財政資金計画を中心に懇談し、対策を検討した。
その結果、機振法の強化拡大と期限延長について見解の一致を見たので「機械工業振興臨
時措置法に関する要望」（12月11日）をとりまとめ、関係大臣ほかに善処を要請している。
日機連が追加を要望した指定業種は鍛工品など30業種を数えた。 
ここで注意したいのは、同要望書のなかに「機械工業振興公団の構想をもち、その実現
を推進したが、昭和35年度には間に合わない見通しになったため、今後ひきつづき検討推
進することとしている」３２）という文言である。「機械工業振興公団」に似た名称の「機械工 
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表１ 特定機械指定機種の推移（昭和 31－45年度） 
対 象 機 種 指定年度 対 象 機 種 指定年度 
研磨砥石 
鋳鍛鋼    
鍛工品 
○ 銑鉄鋳物 
○ ダイカスト 
○ 粉末冶金 
○ ねじ 
内燃機関 
○ 歯車 
○ 工作機械 
鍛圧機械 
○ 電気溶接機 
○ 電動工具 
○ 切削工具 
○ 金型 
○ 軸受 
運搬機械 
油空圧機械 
化学機械 
プラスチック機械 
 
工業用ミシン 
ミシン部品 
繊維機械 
鉱山土木機械 
36－45 
36－45 
36－45 
31－45 
31－45 
31－45 
31－45 
36－45 
31－45 
31－45 
33－45 
31－39 
31－35 
31－45 
31－45 
31－45 
36－43 
36－45 
36－45 
36－40， 
43－45 
41－45 
31－35 
36－45 
36－45 
産業車両 
食品加工機械 
木工機械 
工業窯炉 
鋳造装置 
包装機械 
○ 精密測定機 
○ 試験機 
分析機器  
工業計器 
工業用計重機 
○ 時計部品 
印刷機械 
事務用機械 
バルブ 
熱処理 
ガス切断機 
電気通信機械 
鉄道車両 
鉄道車両部品 
○ 自動車部品 
自動車用機械工具 
  農業機械 
  風水力機械 
36－40 
41－45 
36－45 
36－40 
36－40 
41－45 
31－45 
31－45 
36－40 
36－45 
36－40 
31－39 
39－45 
36－45 
32－45 
36－40 
33－35 
41－43 
41－45 
33－40 
31－45 
36－45 
36－45 
33－45 
 
注 ① マル印は昭和 31年当初から特定機械と指定された機種。 
② 『日本開発銀行 20年史』、452頁より作成 
業振興公社」案が、挫折した機械工業振興事業団構想よりさらに以前の1953年に多額の政
府出資をベースとして設立する計画が検討されたことはあるが、この1960年の時点でどう
いう規模・内容の組織を念頭に置いて検討していたかは判明しない。いずれにせよ、機振
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法の期限延長と指定機種の追加を要望する一方で、機振法と異なる次元の提案を検討して
いたことになる。 
「スポンサーなき」法律という機振法制定当時の状況に立ち返ると、知りえた関係者の
証言等から推測するなら、通産省は明確な基本構想を立て、内外の十分な産業情報に基づ
いて法案策定を進めたわけではないようである。しかも、かなり短時間のうちに公布まで
こぎつけた事情を考慮すると、中・長期的な展望に立つ機振法の発想の理念が、業界団体
ないし民間企業と必ずしも共有されていたわけではないことのように思われる。ただ、日
機連に関してはこの団体が個別機械に関わる業界団体ではなく、機械工業の連合組織であ
って関心の寄せ方が個別の機械工業界とは異なるという側面を見逃せない。ところが第 2
次機振法へと期限延長が日程に上る時点になると、上述のように状況は変わった。第 1 次
機振法の実績が状況を変えたものと考える。 
 
７ 機振法の運用 
機振法の核心は、上述のように日本開発銀行および中小企業金融公庫（1961 年度から）
を通じた機械設備の近代化に要する財政資金の供給にある。1956 年度制定以降、第 2 次機
振法が終了した65年度のまでの10年間に、454億円の開銀資金と197億円の中小公庫資金
が投入された。その実施状況の概要を示すと次のとおりである。 
① 事業対象者。特定機械工業を営むもので、56－60年度は21業種、61－63年度は40業
種、64－65年度は39業種である。 
② 融資比率・利率･融資期間。指定され、申請された機械設備の購入に要する資金の 50%
程度で、利率は60年度までは6.5%、それ以降は7.5%。融資期間はおおむね5年。 
③ 融資実施機関。60 年度までは日本開発銀行。61 年度から中小企業金融公庫が加わる。
中小企業〔資本金3,000万円以下または従業員300人以下〕であっても特定機械融資で8，
000万円またはその他一般貸付を含め1億円を越える場合は開銀。  
  
表－２は1956－60年度の第1次機振法、61－65年度の第2次機振法のもとで開銀による
融資実績の経緯を示す。この表は開銀分に限っているので、第１次機振法にもとづく融資
に限定されるが、傾向を見ることはできる。融資実績の構成比で見ると、個別の機種では
明らかに工作機械に最重点が置かれ、ついで自動車部品が重視されていた。貿易の自由化
を控えた1961－65年度の第２次機振法の段階になると、重点は自動車部品に移される。さ 
らに資本の自由化が日程に上った 1966－70 年度では、工作機械の比率は 1.8％へと大幅に
縮減し、自動車部品は 64.0％と実績総額の３分の２を占めるにいたっている。高度成長期
の15年間に最大の資金供与を受けた業種は、自動車部品と言うことができる。 
融資決定に至るプロセスに立ち戻ると、その一般的手順は、①通産大臣の諮問機関、機
械工業審議会による合理化基本計画の策定、②通産省による融資申請の募集と審査、③融 
 共愛学園前橋国際大学論集 No.4 114 
表－２ 日本開発銀行による特定機械融資実績 
        （単位 百万円、％） 
 機   種 31－35年度 36－40年度 41－45年度 合   計 
基礎機械 
 工作機械 
 油空圧機械 
 工具（含研削砥石） 
風水力機械 
 金  型 
 鍛圧機械 
 そ の 他 
共通部品 
 軸  受 
 銑鉄鋳物 
 鋳 鍛 鋼 
 ね  じ 
 鍛 工 品 
 歯  車 
 ダイカスト 
 そ の 他 
特定部品･一般機械 
 自動車部品 
 鉄道車両･同部品 
 鉱山土木建設機械 
 内燃機関 
 事務用機械 
 そ の 他 
5,654 (53,3) 
2,630 (24,8) 
 
1,477 (13,9) 
  185  (1,7) 
 397  (3,7) 
  456 (4,3) 
509  (4,8) 
3,055 (28,8) 
  275  (2,6) 
  606  (5,7) 
 
339 (3,2) 
 
886  (8,4) 
  535  (5,0) 
  414  (3,9)  
 1,900 (17,9) 
 1,388 (13,1) 
  126  (1,2)  
 
 
 
  386  (3,6) 
 8,831 (25,7) 
  3,765 (10,9) 
    755  (2,2) 
  2,009  (5,8) 
762  (2,2) 
    345  (1,0) 
    230  (0,7) 
    965  (2,8) 
   7,683 (22,3) 
   2,745 (8,0) 
   1,050 (3,1) 
     400 (1,2) 
     817 (2,4) 
   650 (1,9) 
     765 (2,2) 
     656 (1,9)  
     600 (1,7) 
  17,905 (23,0) 
  11,044 (32,1) 
     190 (0,6) 
    1,280 (3,7) 
     865 (2,5) 
     910 (2,6) 
   3,616 (10,5) 
 3,060  (11,4) 
  480   (1,8) 
 1,720   (6,4) 
 415  (1,5) 
 305  (1,1) 
30  (0,1) 
   10   (0,0) 
  100   (0,4) 
 7,310  (27,2) 
 2,400  ( 8,9) 
 1,865  (6,9) 
    60  (0,1) 
 1,025  (3,8) 
680  (2,5) 
300  (1,1) 
485  (1,8) 
495  (1,8) 
21,420 (79,6) 
17,215 (64,0) 
 1,520   (5,6) 
   250   (0,9) 
   640  (2,4) 
    80   (0,3) 
2,715  (8,1) 
17,545  (22,8) 
 6,875   (8,9) 
2,475   (3,2) 
 3,901   (5,1) 
 1,252   (1,6) 
  772    (1,0) 
  696    (0,9) 
 1,574   (2,0) 
18,048  (23,5) 
 5,420   (7,1) 
 3,521   (4,6) 
  460    (0,6) 
 2,181   (2,8) 
 1,330   (1,7) 
1,951   (2,5) 
 1,676   (2,2) 
 1,509   (2,0) 
41,225  (53,7) 
29,647  (38,6) 
 1,836   (2,4) 
 1,530   (2,0) 
 1,505   (2,0) 
  990    (1,3)  
 5,717   (7,4) 
合   計  10,609 (100,0) 34,419(100,0) 31,790(100,0)  76,818 (100,0) 
 
注 資料出所は『日本開発銀行２５年史』、454頁。昭和46－49年度分は省略した。31－４０年
度の合計およびカッコ内の構成比は引用者の計算による。 
  
資実施機関（開銀、中小公庫）への推薦、④融資機関の審査、⑤承諾・融資実施、のステ
ップを踏む。 
推薦手続きには開銀と中小公庫では若干のちがいがあり、開銀分について、簡単化して
示すと次の図のようになる。 
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〔開銀〕    
 
事 業 者 → 地方通産局 → 本  省 →  開  銀 → 事 業 者 
   〔申請〕   〔経由〕    〔推薦〕 〔承諾〕   
                  
〔中小公庫〕              
 
 本  省  
               ↑ 〔連絡〕 
事 業 者 →  地 方 通 産 局  
     〔申請〕        ↓ 〔推薦〕 
中小公庫支店 →  本  店  
                     〔連絡〕 
 
したがって、通産省(原課)の推薦を受けたからといって自動的に融資（承諾）を受けられ
るわけではない。表－３の１～３は、１、開銀、中小公庫別の用意された資金枠、２、特 
定機械（機振法）、電子工業（電振法）別の「承諾」額、３、機振法による「推薦」と「承
諾」の推移を示す。 
第１次機振法の５年間（1956－60 年度）では、資金枠 115 億円に対し、「承諾」は 112
億 5500万円でその比率は 97.9%であり、すなわち 97.9%を「消化」したということになる。
額が 539億 2400万円で、同じくその比率は 89.9%である。 
表－３－３から、特定機械全体としては、1956－60年度の推薦額 137億 8600万円、う
ち承諾された分は 104億 8100万円で 76.0%と消化率は悪い。これに対し、61－65年度で
は推薦額 547億 1400万円、承諾 502億 2600万円で、91.8%と数値ははるかに高くなって
いる。機械業界全体として、機振法の趣旨の理解がゆきわたり、応募手続きに慣れてきた
状況が背景にあったと言ってよい。個別の業種についてこの表から特徴を引き出すのは難
しいが、ほぼ同じことが言えそうである。第 1次機振法では歯車、切削工具の承諾率が 60%
台にとどまっている。この種の業種は小規模企業の占める比重の大きく、したがって、業
界団体の組織力の弱い部門に属するように思われる。 
 
８ 機振法の評価 自動車部品 軸受 
 最後に、機振法がどういう成果を挙げたかという中心のテーマをとりあげなければな
らない。もとより、容易に数量化できるような性格の問題ではない。まず、最も重視され
た自動車部品工業に対する機振法の効果について、そのポイントを整理することにしたい。 
自動車部品の種類は非常に多い。主な部品だけをとりあげても、昭和40年代初めの時点
で 130種類が数えられており、1台の自動車を構成する部品は約5,000点から成る（根拠 
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表－3－１ 機振法と電振法にもとづく合理化資金枠 
         （単位 百万円) 
 
 
 
 
 
    
表―３－２ 機振法と電振法にもとづく合理化資金融資「承諾」実績 
        （単位 百万円） 
 昭和 31－35年度 36－40年度  31－40年度 
特定機械（A）   11,225   34,198   45,423  開銀 
電子工業（Ｂ）    745    3,126    3,871 
  Ａ ＋ Ｂ   11,970     37,324   49,294 
公庫 特定機械（Ｃ）      19,726   19,726 
Ａ ＋ Ｃ（特定機械）   11,225     53,924   65,149 
 
表－3－3  機振法にもとづく主要機種の合理化資金融資「推薦」と「承諾」の実績 
          （単位 百万円、％） 
昭和 31－35年度 36－40年度  
融資推薦額 融資承諾額 比 率 融資推薦額 融資承諾額 比 率 
総   額 13,786  10,481 76.0 54,714   50,226  91.8 
銑鉄鋳物 
軸  受 
歯  車 
金属工作機械 
切削工具 
金  型 
自動車部品 
     812 
     327  
    1,408 
    3,646  
    1,800 
      481  
     1,819 
     696 
     275 
     886 
    2,870 
    1,172 
      397 
    1,585 
  85.7 
  84.1 
  62.9 
  78.7 
  65.1 
  82.5 
  87.1 
   3,583 
   3,258 
   1,762 
   5,226 
   2,491 
   1,685 
  13,829 
   3,280 
   3,238 
   1,553 
   4,252 
   2,500 
   1,500 
  13,153 
 91.5 
 99.4 
 88.1 
 81.4 
100.4 
 89.0 
 95.1 
出所 通産省重工業局『重工業関係諸制度の現状』1968年,7－12頁 
注 ① 表－3－2の特定機械に対する承諾額と 3－3の融資承諾額とは一致しない。 
  ② 表－3－3の比率は承諾額を推薦額で除したもの。 
 昭和 31－35年度 36－40年度  31－40年度 
日本開発銀行   11,500   39,000   50,500 
中小企業金融公庫      21,000   21,000 
   計   11,500   60,000   71,500、 
は明確ではないが、1万数千点という数え方もある）。1955年時点の自動車部品工業の概要
を見ると、この年の部品生産額は 393億円で自動車工業の生産額、1847億円の 21.3%を占
めた。規模別企業分布では資本金1,000万円以下の部品メーカーが全体の企業数の72%を占
め、1億円を超えるメーカー20社の大部分は他業種との兼業であった。売上高では大企業
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が70%、中小企業は30%で、企業数とは逆になる。 
設備面ではどうか。当時通産省のみるには、大企業ではこの時点ですでに相当程度設備 
更新が進んでいたが、中規模以下のメーカーでは設備更新されても中古機械によってであ
って、陳腐化･老朽化した設備が相当部分を占める。また設備構成では汎用機が多く、自動
化が遅れており、試作、治工具製作部門の設備が立ち遅れていて、試験装置、検査設備が
活用されていない３３）。 
1960年度を目標とする自動車部品工業の合理化基本計画の主要な目的は、品質･性能の向
上、優良品の量的確保にあり、開銀融資額、15億8500万円は「大きな役割を果たし〔･･･〕、
第1次機振法の目的はほぼこの期間内に達成され、昭和31年当初の町工場の水準から昭和
36年ごろには自動車メーカーと呼ぶにふさわしい企業がかなり出現した」３４）。 
近年公刊した研究成果で山崎修嗣は、残された統計にもとづいて、第 1 次「機振法によ
って育成対象になった部品メーカーは、合理化基本計画を上回る設備投資を行」い、「この
投資によって工作機械･熱処理･試験検査設備の更新が行われ、新鋭設備の比率が高くなっ
た」３６）と指摘している。このような事情は、「呼び水」効果のもたらしたものとみてよいと
思われる。ただここで、機振法が目的とする国際競争力の強いメーカーを 5 ヵ年で育成す
る観点から、「部品工業の中では相対的に力のあるメーカーを援助した」という指摘を法律
のねらいの現れとして見落としてはならないだろう。  
 前記の回想録で鈴木義雄は、日本有数の巨大企業、日本電装は当時、洗濯機を作ったり
しており、その後の急速な成長へとスタートした時点と機振法が公布された時期は重なっ
ていると指摘して、こう述べている。「あの時は完成品の方でなしに、基礎部品の方からや
っていこうというアイデアで、日立の亡くなられた倉田主税さんに〔機械工業〕審議会の
会長をお願いして、各部門別に民間で責任を持ってもらって計画を立ててやっていた、ひ
とつの機運でしょうね。そういう機運ができたので法律でどうこうというんでなく、そう
いう時期に法律が生まれ、それによって機運ができたので伸びていった。今の日本電装と
いう会社などは、あのころ出てきたわけですよ」３７）。 
当局の当時の責任者のこの言葉を言い換えるなら、日本経済の高度成長の機運がすでに
生じており、機振法という法律はこの機運に乗って登場してきたのであり、この法律がこ
の機運を助長して機械工業の急成長の基盤形成に寄与したということになる。ひいては、
三種の神器や３Ｃという言葉に象徴される耐久消費財の普及拡大をもたらす要因となった
のである。 
ここで、あまり注目されることのない軸受を、さらに金型をとりあげて、機振法の効果、
関連を検討してみたい。 
 
軸受工業の事例 
 軸受－一般に、ボール･ベアリングとローラー･ベアリングに分類され、ベアリングと呼
ばれている－は、機械の回転部分において摩擦を減少させるため広範に使用され、需要先
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産業部門は自動車、鉄道車両、電気機械、工作機械、土木建設機械等の分野にわたる。日
本の軸受工業の歴史はわりと新しく、機械部品としてとくに急速に成長したのは第 2 次大
戦中、兵器生産のため育成されたことによる。朝鮮動乱を契機に、基礎機械部門として活
況を呈するにいたったが、55 年の時点での通産省は軸受工業に対し、一定の需要は確保さ
れる見通しであるものの内需だけに限定するとその能力は過剰傾向にあるという認識を示
し、①海外市場の開拓、②貿易自由化の進展、という事情を考慮して、品質、コスト面で
の現状の再検討が業界の課題であるとしていた３８）。高度成長期に需要は拡大し、過剰能力
という事態は避けられた。 
日本の軸受工業は、典型的な寡占体制である。資本金 1 億円以上の 6 社のうち上位 5 社
（日本精工、光洋精工、東洋ベアリング製造、不二越鋼材工業、旭精工）の生産集中度は
90%に上り、大手メーカーが圧倒的に優位にあった。この産業の際立った特徴として、①汎
用性が高く、②量産効果があり、③他の〔機械〕業界から見ると画期的な技術革新がみら
れない、という点があげられる３９）。特徴②に反して、多品種少量生産を需要部門は要請し
ており、量産効果を発揮することの難しい産業である。 
1952年度から国際競争力の強化を目標に合理化 3ヵ年計画をスタートさせたが、56 年3
月の調査では使用期間 10 年以上の機械が 77%を占め、新技術の導入が必要とされていた。
寡占体制であるところからカルテルがつくりやすく、55年11月、大手5社から合理化カル
テルの認可が公正取引委員会に要請され、翌年から 2 年の合理化カルテルが許可された。
その後55－65年代に5回にわたりカルテルが延長された。 
機振法の制定とともに、機械工業審議会軸受部会が設置され、60 年度を最終年度とする
合理化基本計画の策定に当たった。軸受部会で検討された課題は、①生産品種の簡素化＝
専門生産体制の確立、②設備の合理化＝総合的オートメーション化、③鋼材問題の処理等
であったが、細目で一致するにいたらず、高度成長の進展にあって60年に入り軸受業界の
生産は前年比53%増という好況を続け、各社は個別に設備投資を進める事態が進行した。合
理化計画が告知されたのは、指定業種の中で最も遅く59年11月であった４０）。 
第2次機振法のもとで生産性･国際競争力の向上、オートメーションの導入、生産ロット
の拡大などが課題とされ、その基本計画は「ベアリング工業の本格的な合理化に大きな影
響を与えることになった」。開銀、中小公庫による特別融資は中小メーカーに向けられ、大
手メーカーは自己資金で半分以上をまかない、不足分は市中金融機関等から各社自力で資
金調達を行った。この時期に、業界全体で調達した資金総額は約 300 億円で、うち大手 4
社が約240億円と総額の80%を占めた４１）。 
産業構造審議会資料（1970 年）は、この時期の軸受業界の生産体制の整備について次の
ように指摘している。①ＳＫＦ（スウェーデン）、ティムケン（アメリカ）などの世界の有
力企業に対抗するには、生産合理化のための専門生産体制の確立が急務である。②66 年以
来機振法にもとづく生産品種の制限に関する指示カルテルを行って大手 4 社が参加し、69
年度のカルテルにより1社集中生産品目の生産額ウェイトは39%となった。③中小のメーカ
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ーでも大手 4 社を中核に系列化･業務提携が行われ、品種の調整･共同販売等が行われてい
る４２）、と。この機種では、機振法の効果が特別融資の形ではなく、指示カルテルほか共同
行為に関連する協調態勢を組むという形態で現れたことになる。 
 
９ 金型の事例 機振法と金型工業会 
 金型業界を業界として組織したのは、機振法である。金型工業会は機振法の施行を契機
に結成され、業界のかかえる課題の解決をめざしたのである。 
 機械加工の方法として、素材から切り出していく「切削加工法」と、素材の塑性を利用
して型に押し付けたり、あるいは型に流し込んだりして作る「非切削加工法」あるいは「塑
性加工法」とがあり、「金型」はこの非切削加工法で製品の形を作り出すために用いられる
金属性の型を総称する。①プレス用型、②プラスチック用型、③ダイカスト用型、④鍛造
用型、⑤ゴム用型、⑥鋳造用型、⑦粉末冶金用型など、使途別に数多くの金型が作られて
きた。1968 年の数字だが、金型機種別構成を見ると、①プレス用型が 43%、②プラスチッ
ク用型が19%でこの２機種でほぼ３分の２を占める。さらに需要先の構成では自動車が60％、
電気機械が20％で、この２部門で80％を占めている４３）。55年以降、高度成長の波に乗って
急成長した自動車・家庭電器産業という量産型産業部門からの需要が大きく伸び、そのウ
ェイトが高まったのである。 
 金型工業の特徴として、68 年時点の見方であるが、次の 3 点があげられる。①設計、製
作に高度の技術が要求され、②すべてユーザーからの注文生産であって、③製造設備に一
連の金属加工機を主体とする高価な製造設備を必要とする。金型工業の「その生産形態は
非能率な一品生産で投下資本も大きく、〔･･･〕同時に技術的には高度な内容を有した特異
な工業」なのである４４）。 機振法制定時点にさかのぼっても、この業種の産業としての性
格が大きく変わることはない。 
金型工業には「組織された業界」が存在しなかった。その実態も明らかでなく、日本で
の金型の生産高の本格的な調査が行われたのは 1957 年が最初で、（財）機械振興協会と発
足して間もない日本金型工業会との協力のもとに、1,164の事業所から調査票を回収し、生
産額は106億1100万円であることが判明した。 
 したがって、通産省のこの業界についての情報は少ない。『機械工業振興の方途』には、
機械加工法の技術発展が切削加工から塑性加工への移行をうながし、この加工法が普及す
るには、高精度、長寿命の金型が必要であるとしてこの業種の意義を認識している。推定
された生産額は52年25億円、53年28億9700万円、54年32億2400万円と年率10%の生
産増加を示し、業態については資本金 1,000 万円未満の規模のものが大部分であって、そ
れもその大半は資本金200万円以下、従業員15人以下の零細工場であるとしている。その
ため金型の製法は機械によらない手仕上げが50%以上で、設備機械も陳腐化かつ老朽化して
いる。機械設備は高級工作機械を必要とし、また型の設計には専業者だけでは解決が難し
く、兼業者または大企業の優秀工場を育成強化することが急務とされる、としている（同上
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書156－159頁）。 
 この通産省の認識で重要な点は、零細な事業者の多い専業者にではなく、兼業者または
「優秀工場」に期待をかけていることである。金型工業の形態（業態）には次の三つがあ
る。①金型だけを生産販売している専業者、②金型の生産販売をしているが金型以外の製
品も生産している兼業者、③主として自社内での使用のため金型の一貫生産企業、である。
上記の優秀工場はこの一貫企業を指すものであろう。このグループには自動車および家庭
電気機器総合メーカーなどに多く、高い技術水準を備えている。表－4 は、これも 1968 年
時点の統計だが、金型企業数のうち大きな比率を占めているのは中小企業であることを示
している。従業員 30 人以下の企業が 66%を占め、その生産額は 12%を占めるに過ぎない。
68年時点のその傾向は、10年前にさかのぼっても基本的に変わるところはない。 
 
表―４ 金型工業の従業員規模別分布 
 30人以下 31～100人101～300人 300人以上 合  計 
企業数（Ａ）  ３０６  １０５   ３５   １５  ４６１（Ｂ） 
シェアＡ／Ｂ   ６６％ ２３％    ８％    ３％   100％ 
生産シェア   １２％   ４１％  ２３％   ２４％   100％ 
出所 『日本の機械工業』、499頁 （原注）昭和44年3月機械工業振興臨時措置法に基づく調査による 
   
この業界をケース・スタディの対象としてとりあげる際の貴重な資料『創立20年のあゆ
み』（1977年）を編集刊行した日本金型工業会の創立されたのは、57（昭和32）年である。 
その経過を追うと、56 年 6 月の機振法施行に先立って、通産省鋳鍛造品課が中心となっ
て東京･名古屋･大阪という金型生産の集中地帯の金型業者に呼びかけを行い、56年〔55年
の誤りか〕6 月に第 1 回精密金型合理化促進懇談会が開かれ、56 年 3 月の第 3 回懇談会の
席上、機振法が両院を通過して発令されるのは確実との経過説明が行われた。さらに、機
械工業審議会とその部会（ここでは金型部会）が作られ、近代化促進の合理化基本計画な
どの作成、設備近代化のための金融措置の細部の説明が行われた。金型部会の構成員も内
定された。 
原課である鋳鍛造品課では金型業界がもっとも必要とするものは、業界が相互に協力で
きる全国組織の創設であるとした。それ以前、例えば大阪ではすでに昭和12－13年ごろに
大阪府金型工業協同組合が設立されていたというし、戦後も関西地区では大阪、神戸、京
都などに、全国組織結成への機運があったという４５）。57 年 11 月、東京、名古屋、大阪、
九州の金型製造業者の代表に呼びかけ、日本金型工業会が結成された。 
金型工業会の最初の事業は、機振法立案の際、通産省の苦労した金型生産の実態把握の
ための調査であった。上記のとおり、外部機関との共同作業により、3年間続けられた。 
鋳鍛造品課の当時の担当官、分部武男（55 年 3 月～58 年 1 月在籍）は、1977 年、20 年
前を回想して次のように語っている。 
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  日本の金型は自家用として造られているものが多くて、外販の専門業者の生産の方が少ない
ということでした。それで専門生産体制の育成という柱を立てたいと私は熱望しました。金型
は付加価値の大きい産業で、日本に適しており、近代化のためには高価な工作機械を色々とり
そろえる必要があるので、ユーザー産業が自家製を拡大される〔自社内生産拡大を続ける、の
意味か〕と思いましたが、幸いにして〔ユーザー企業である〕古河鉱業（･･･）、住友ベークラ
イト（･･･）、東京電気（･･･）の方々の支持で、金型工業の専門生産体制の育成という政策目
標を掲げることが出来ました。いずれにせよ、現在、金型の外販が全生産の 70％であるとい
う話をうかがって、20年前とは逆だなあと感無量なものがあります。 
 
さらに、開銀融資、とくに推選手続きについてこう語っている。 
   本来のねらいである開銀融資は昭和 32 年に入ってから実施されたと記憶しています。それ
まで開銀は大企業ばかりを相手にしていたため、中小企業への融資には色々とまどいを感じた
ようです。当時の重工業課では（･･･）非常に苦労され、開銀融資の確保と融資の道を開かれ
ました。それで31年から32年にかけて開銀融資の推せんをすることになって、希望の会社の
申請が行われました。当時、重工業課の（･･･）事務官（･･･）の指導のもとで、機械工業振興
協会に開銀から出向した2名の職員を入れて、企業別の近代〔合理〕化計画、資金計画などを
調査、事情聴取などを行って、最終的には６社が推せん出来て、6社とも承諾〔融資決定〕さ
れました。この6社推せんするのが大変な仕事でした。私としては何とか希望会社全部推せん
したかったののですが、それが出来なかったのは大変残念でした４６）〔希望した企業の数には
触れていない〕。 
 
開銀融資がどのような効果を金型工業に及ぼしたかについては、これ以上は明らかには
ならない。それより、工業会結成を契機に業界として各種の事業に取り組み、それにより
間接的に効果をあげることができた事情の方がこの業界にとって重要であったように思わ
れる。工業会発足後半年足らずのうちに、日本生産性本部からアメリカに金型専門視察団
が派遣され、最先端を進むアメリカの業界を見聞し、脅威と刺激を受けて帰国している。
これが5年後の62年には、これも生産性本部から西ドイツ、フランス、イタリー、イギリ
スに視察団が派遣され、設備機械についてはもはや「引け」をとらないという確信をいだ
いて帰国している。 
設備機械の充実に関連して工作機械の長期割賦購入が機振法に触発されて実現した事情
の重要性は大きい。58年、工業会で設備機械問題を討議し、「機振法に乗せられる会社はよ
いとして、業界の殆んどを占める小企業向けにはどうするか」、そのため設備合理化対策委
員会を作って問題解決にあたった。〔小〕企業が一番ほしがっていたのは、牧野フライスの
竪フライス･ラム型で、これを40回割賦月金利を入れて55万円となにがしで買えればとい
う「夢の様な話」がもちだされた。牧野フライスの幹部にかけあっところ「金型業界のた
めに」といって承諾の回答があり、以後第1回60台、その後4回、50台ずつ、多数の申し
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込みのなかから抽選で斡旋を行った。「当時は他業界ではそこまで言っていなかったと思い
ます。我々業者が日本金型工業会のもとに結束したお陰」４７）だという。 
 1955 年代に入るまで、旧式の汎用工作機械で切削し、後は「たがね」、「やすり」、「きさ
げ」などによる熟練工の腕、勘、努力という日本人の手先の器用さに頼った加工法が金型
工業の主体であった。精密、大型の金型を短期に納入するという市場の要求にこたえるに
は、特殊な高精度の機械設備が必要とされる。55 年後半に入り、起業者の意欲、工作機械
の技術向上、それに機振法による資金調達、長期割賦購入の実施などの要因が加わり、金
型工業の設備合理化は進展し、「型師の名人芸」４８）の段階から脱却したというのである。 
 
むすびに 機振法の成果 業界団体 
 機振法の核心は財政資金による低利、長期の融資であった。第 1 次機振法における金利
は 6.5％で、当時の民間金融機関のそれが名目で 10％程度、実質ではそれをかなり上回っ
ていたところから、非常な優遇策であったと言える。しかし、これがどれだけ企業経営に
効果を及ぼしたかということになると、判定は難しい。 
この点、機振法に限ったことではないが、開銀融資が市中金融機関からの融資の｢誘い水｣
あるいは｢呼び水｣の役割を果たしていた事情はすでに中村隆英により指摘されていた４９）。
これについて橋本は、｢呼び水｣効果―機振法審査の企業代行機能、としてこの法律の効果
のひとつにあげている。融資をするために審査する側、すなわち民間銀行と、融資を受け
るため審査を受ける民間企業とでは情報に関して非対称性が存在し、その審査コストもか
かるし、審査能力が備わっているかどうかの問題もある。この点で、通産当局、さらに開
銀の審査の手を経た機振法による融資は、重要な情報を提供することになる。なかには、
開銀融資を受け、自社の封筒に｢日本開発銀行取引先｣との文言を刷り込んだ企業があった
というエピソードも紹介されている。 
もうひとつ、橋本が「将来性の豊かさのアナウンスメント」と表現した企業家への刺激
を与えた効果がある５０）。第1次機振法での主要な対象機種、工作機械について、同工業会 
の30年を回顧して、「〔昭和〕31年には、例の機械工業振興臨時措置法が交付され、開発銀
行融資の門戸が開かれたわけです。これで私ども業界各社が、本気で工作機械をやろう―
としたんじゃなかったでしょうかね」５１）という一経営者の言葉は、その効果を端的に表現
している。この種の証言は数多い。まして、機振法融資対象に選ばれた企業にとって、そ
の意味は大きい。 
 もうひとつの重点機種の自動車部品工業において、機振法による開銀、中小金融公庫の
特別融資を通じて｢チャンピオン企業｣の育成がはかられ、その効果もあって部品ごとに上
位企業のマーケット･シェアが高まって、部品企業の専門生産体制が確立の方向へ向かって
いた。だが、売上高は伸びているものの、部品企業は赤字を計上し、その収益状況は悪化
の傾向を示した。合理化を上回る製品価格の引き下げにその原因が求められた。1964 年 9
月、通産省は自動車各社首脳に対して、①部品納入価格の適正化、②部品の集中発注、③
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自動車部品工業の内部利潤の確保、などの点について協力するよう要請した５２）。自動車部
品工業会は同年11月、通産省、自動車工業会と協議の上、自動車工業会に要望書を提出し
た。アッセンブル・メーカーの系列関係のもとで、系列をこえて「部品メーカーの協同行
動」がとられたわけで、ここでまとめ役を果たしたのは自動車部品工業会である。渡辺は
注記で「これは日本の自動車工業･部品工業の関係では前例のない事態である」５３）と書いて
いる。行政当局、業界団体、個別企業という関係のなかで、業界団体が特異な行動を示し
た事例として注目したい。 
 
注 記 
註）筆者は同連合会の組織した「戦後機械工業発展史編纂委員会」の一員として、上記並木信
義氏ほか諸氏の貴重な報告を直接聴くことができた。このような機会を与えてくれた関係者
に謝意を表する。 
１）小野、1999年、8頁 
２）小野、1992年、130－133頁 
３）小野、1999年、2－3頁 
４）橋本、12－13、181－183頁 
５）小宮、8－9頁 
６) 同上、2－3頁 
 ７）並木、「戦後重工業政策の体験」 
８）小野、1992年、178頁。同書第三部･第1章は「ケース・スタディ」として「機振法」をとりあげ
ている（178－196頁）。 
 ９）有沢･中村（1960年）は「国家は直接に生産過程に介入した」と表現した（65頁）。 
 10）中村、1969年、304頁。 
11）香西、1984年、34頁。同じ時期について、中村（1980年）は「産業復興のための『資本蓄積』促
進政策があいついで打ち出されたのは 1951－52年である。それらは日本の経済政策の原型となった」
と書いた（169頁）。 
 12）中村、1980年、171頁 
 13）有沢･中村、1960年、第 3章、67頁 
14）有沢･中村、1960年、第 2章、62，63－64頁 
 15）米澤、384頁 
16）向坂･星野、95，97頁 
 17）向坂、394，399頁 
 18）『産業政策回想録』（第 25分冊）1984年、110頁 
 19）同上（第 16分冊）1982年，165頁 
 20）通商産業省『通商産業政策史』第 5 章･第5 節（549－617 頁）は橋本寿朗の執筆による。機振法、
電振法を中心に、1950年代の機械工業と電子工業の育成政策を詳述したもので、このふたつの法律に
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関するもっとも体系的な記述である。 
21）中嶋「機振法の成立過程とその概要」 
 22）同上(第 16分冊) 111頁 
23)『日本機械工業連合会事業報告』昭和 30年度下期、20－24，27頁 
 24) 通商産業省『機械工業振興の方途』、序 
25) 同上書、19－20頁 
26) 同上書、82－83頁 
 27）橋本、232頁、注 11． 
28）前掲『通商産業政策史』第５節３．（２）「機械工業臨時措置法の成立」でこの間の事情を詳細にと
りあげている（558－566 頁）。1953－55 年に「機械工業振興公社案」、「機械工業設備更新 3 ヵ年計
画」、「機械工業設備更新事業団案」、そして「機械工業振興事業団案」と、通産省が相次いで立案した
なかで、とくに重要な起案は「機械工業振興事業団構想」である。その実現が通産省の強い希望のも
とに策定されてきたにもかかわらず、「現行金融体制」の事情が許さないとの理由で挫折したとされて
いる。その構想の概要はこうである。 
   この構想は1955年、通産大臣の諮問機関である産業合理化審議会においてで、近代化のための機械
設備の貸付、旧式機械設備の譲渡の斡旋とその購入、屑化を業務とする、全額政府出資の法人を設立
するという内容のものであった。現物投資により中小機械工業者の多い脆弱な基礎的部門のスクラッ
プ･アンド･ビルドを促進して、機械工業の体質改善を行おうという意図のもとで出された構想だが、
現行の金融ベースの枠からはみ出そうとする性格を持ちあわせており、実現にいたらなかった。 
   この構想が挫折した原因として、橋本は、「政府の一般会計予算における通産省予算の上限という制
約の下で、〔･･･〕他局の反対があるケースもあったし、『事業団案』のように金融機能やリース業務を
行うことを予定した場合、他の省、たとえば大蔵省の権限領域を侵すことになり、反対を受けるケー
スもあった」として、政府部門内部の権限争いに起因していることを示唆するようなとらえ方を示し
ている。（橋本、232頁） 
29)『日本機械工業連合会事業報告』昭和 30年度上期、2頁。『日機連 20年の歩み』、80－81頁             
30) 同上、昭和30年度下期、1－2頁 
 31)『日機連三十年史』、29頁 
 32)『日本機械工業連合会事業報告』昭和 34年度下期、34頁 
33) 前掲『機械工業振興の方途』、187－188頁 
34）機械工業研究会、187 頁。この研究会は「日本の機械工業」執筆のため組織されたものでその中心
メンバーは、通産省重工業局ほか省庁の係官と業界団体関係者。  
35）渡辺、33頁 
 36）同上書、31頁 
 37）『産業政策史回想録』第 16分冊（1982年）、166頁 
 38）前掲『機械工業振興の方途』、132頁 
 39) 堀口和男「戦後ベアリング産業の発展過程」 
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 43) 機械工業研究会、494頁 
 44) 同上書、495－496頁 
 45) 日本金型工業会、19－21頁 
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 48) 同上書、120頁 
 49) 中村、1980年、170頁 
 50) 橋本、2001年、242－244頁 
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52) 機械工業研究会、 1969年、890頁 
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Abstract 
 
Industry policy and Industrial associations  
in rapid growth years of the Japanese economy 
 
Shigenari TSURUOKA 
 
 The Japanese economy grew ａt high average rate during the period from the 
second half 1950s until the first half 1970s.  The machinery industries played an 
important role in the rapid growth of the Japanese economy. In 1956 the Japanese 
machinery industries made aggressive equipment investments and began to make 
stride. The Extraordinary measures law for the promotion of machinery industries(the 
Machinery industries law)was enacted in this year.  
 Application of the Machinery industries law designed for basic machinery and 
component industries, in which there were high percentages of small companies, played 
an important role in modernizing the equipment of small and medium enterprises, 
supplying high-tension castings, screw, gears, metallic mold, metalworking machines, 
bearings, automotive parts and others. The Japan development bank were made 
available for industries producing specified machines. In this case industrial 
associations, which were organized by individual machinery companies, played a 
specific role. 
 The author of this paper has tried to investigate relations among MITI (the Ministry 
International Trade and Industry), industrial associations and machinery companies in 
the Japanese rapid economic growth years. 
 
